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バ ックライ ト装置 1 2 は、複 数の L E D 1 7 と、板状部材 で あ って、その板 面上 に L E D 7 が配 され
るシャー シ 1 4 と、 シャー シ 1 4 に対 して固定 され る とともに、 L E D 1 7 を シャー シ 1 4 と反対側 か
ら個別 に覆 い、 L E D 1 4 か らの光 に対 して光学 的な作用 を及 ぼす複 数の拡散 レンズ 4 0 と、 シャー シ
1 4 の板面 を覆 う反射 シー ト2 で あって、 L E D 1 7 を露 出す るとともに、拡散 レンズ 4 0 を揷通 す
る レンズ揷通孔 2 d を有す る反射 シー ト2 と、反射 シー ト2 をシャー シ 1 4 と反対側か ら保持 す
る反射 シー ト保持部材 3 0 で あ って、隣 り合 う拡散 レンズ 4 0 , 4 0 に係止 され るとともに、隣 り合 う
拡散 レンズ 4 0 , 4 0 の 間 において、反射 シ一 ト2 の シ一 ト面上 に延設 され る反射 シ一 ト保持部材 3
0 と、 を備 える。



明 細 書

発明の名称 ：照明装置、表示装置及びテ レビ受信装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、照明装置、表示装置及びテ レビ受信装置に関する。

背景技術

[0002] 近年、テ レビ受信装置をは じめ とする画像表示装置は、従来のブラウン管

か ら液晶パネルやプラズマデ ィスプレイパネルなどの薄型表示素子を適用 し

た薄型表示装置に移行 しつつある。表示素子 と して液晶パネルを用いた場合

、液晶パネルは自発光 しないため、別途に照明装置 と してバ ックライ ト装置

が必要 となる。

[0003] 特許文献 1 には、複数の L E D (光源） と、 L E D が実装 される発光ダイ

オー ド基板 （光源基板） と、発光ダイオー ド基板 を収容する基板支持体 （シ

ャ一シ） と、発光ダイオー ド基板 と基板支持体を覆 う反射シ一 卜と、 を備え

たバ ックライ ト装置が開示されている。当該バ ックライ ト装置では、 L E D

を個別に覆 うレンズが設けられてお り、反射シ一 卜には、当該 レンズを揷通

する第 1 孔が設けられている。 さらに、当該バ ックライ ト装置では、反射シ

- 卜には第 3 孔が設けられるとともに、発光ダイ才一 ド基板 には嵌入孔が開

設されてお り、当該第 3 孔および嵌入孔を揷通するとともに、基板支持体に

取 り付けられる軸体 （リベ ッ ト）を備えることが開示されている。そ して、

当該軸体の頭部は、第 3 孔より大径 とされてお り、該頭部の内面が反射シ一

卜の第 3 孔周 りと対向するため、反射シ一 卜が発光ダイ才一 ド基板 と離間す

る方向へ偏倚するのを防 ぐことができるとのことである。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 - 3 4 9 4 8 号公報

[0005] (発明が解決 しょうとする課題）

しか しなが ら、特許文献 1 では、軸体は光源基板 に設けられた嵌入孔を介



してシャーシに取り付けられているため、光源基板の配線パターンが配され

ている箇所等においては、嵌入孔を設けることができない。このため、軸体

により反射シ一卜を保持することができない箇所において、反射シ一卜が浮

き上がり、輝度ムラが生じるおそれがある。

[0006] さらに、特許文献 1では、反射シ一卜には、レンズを揷通する第 1孔が設

けられており、当該第 1孔の孔縁部分はL E Dに近接して配されている。こ

のため、 L E Dからの熱により当該孔縁部分に膨張 収縮が発生した場合に

は、反射シートの当該孔縁部分が反り変形するとともに、反った部分が影と

なり輝度ムラが生じるおそれがある。

発明の概要
[0007] 本発明は上記のような事情に基づいて完成されたものであって、反射シ一

卜をシャーシに対して保持し、輝度ムラを低減することを目的とする。

[0008] (課題を解決するための手段）

上記課題を解決するために、本発明の照明装置は、複数の光源と、板状部

材であって、その板面上に前記光源が配されるシャーシと、前記シャーシに

対して固定されるとともに、前記光源を前記シャーシと反対側から個別に覆

し、、前記光源からの光に対して光学的な作用を及ぼす複数の光学素子と、前

記シャーシの前記板面を覆う反射シ一卜であって、前記光源を露出するとと

もに、前記光学素子を揷通する開口部を有する反射シートと、前記反射シ一

卜を前記シャーシと反対側から保持する反射シ一卜保持部材であって、隣り

合う前記光学素子に係止されるとともに、当該隣り合う前記光学素子の間に

おいて、前記反射シ一卜のシ一卜面上に延設される反射シ一卜保持部材と、

を備える。

[0009] 本発明の照明装置では、反射シ一卜保持部材がシャーシに対して固定され

る光学素子に係止されるとともに、隣り合う光学素子の間において、反射シ

—卜のシ一卜面上に延設されるから、反射シ一卜の開口部の間に亘つて、当

該反射シ一卜をシャーシと反対側から保持することができる。このため、開

口縁の反りを抑制するとともに、反射シ一卜をシャーシに対して保持するこ



とがで き、輝度 ム ラの発生 を低減 す る ことがで きる。

[001 0] 上記構成 において、前記 シ ャーシに対 して固定 され、前記光源 が実装 され

る とともに前記光源素子 とが固定 され る光源基板 を備 えるもの とす る ことが

で きる。

[001 1] この よ うな構成 によれ ば、光源基板 をシ ャーシに対 して固定す る ことによ

り、 シ ャーシに対 して光学素子 を容易 に固定す る ことがで きる。

[001 2] 上記構成 において、前記光学素子 は、柱状 をなす取付脚部 を有 し、 当該取

付脚部 が前記光源基板 に対 して固定 されてお り、前記反射 シー 卜保持部材 は

、前記取付脚部 に係 止 されているもの とす る ことがで きる。

[001 3] この よ うな構成 によれ ば、取付脚部 が柱状 をなすか ら、反射 シー ト保持部

材 を光学素子 に容易 に係 止 させ る ことがで きる。

[0014] 上記構成 において、前記光学素子 は、前記取付脚部 に支持 され る とともに

、 当該取付脚部 か ら庇状 に延び る レンズ部 を有 し、前記反射 シー ト保持部材

は、前記 レンズ部 に係 止 されているもの とす る ことがで きる。

[001 5] この よ うな構成 によれ ば、反射 シ一 卜保持部材 が光学素子の レンズ部側 に

、脱落 す る ことを抑制 す る ことがで きる。

[001 6] 上記構成 において、前記反射 シ一 卜保持部材 は、 その幅寸法 が、前記反射

シ一 卜のシ一 卜面 と、 当該 シ一 卜面 に対 向す る前記 レンズ部 の前記庇状部分

との離 間距離 と略同 じ寸法 とされてな るもの とす る ことがで きる。

[001 7] この よ うな構成 によれ ば、 レンズ部 によ り、反射 シ一 卜保持部材 を反射 シ

— 卜に対 して位置決めす る ことがで き、反射 シ一 卜の保持 を好適 に実現 す る

ことがで きる。

[001 8] 上記構成 において、前記反射 シー ト保持部材 は、弾性 を有 す る、環状部材

とされてお り、前記隣 り合 う前記光学素子 を取 り囲む よ うに配 され る ととも

に、周方 向 に収縮 しょ うとす る弾発力 によ り前記光学素子 に係 止 されている

もの とす る ことがで きる。

[001 9] この よ うな構成 によれ ば、反射 シ一 卜保持部材 をその弾発力 によ り、光学

素子 に確実 に係 止 させ る ことがで き、反射 シ一 卜の保持 を好適 に実現 す る こ



とができる。

[0020] 上記構成において、前記反射シ一 卜保持部材は、その両端部にそれぞれ配

され、前記取付脚部の外周を把持する 2 つの把持部と、前記 2 つの把持部を

連結するシ一 卜押え部と、を有するものとすることができる。

[0021 ] このような構成によれば、把持部により光学素子に確実に係止されるとと

もに、シ一 卜押え部により反射シ一 卜を保持することができ、反射シ一 卜の

保持を好適に実現することができる。

[0022] 上記構成において、前記光学素子は、前記シャーシ内に行列配置されてお

り、前記反射シー ト保持部材は、前記行列配置された前記光学素子のうち、

端部に位置する前記光学素子に係止されているものとすることができる。

[0023] このような構成によれば、照明装置の狭額縁化に伴い、 リベット等の反射

シ一 卜を保持する部材を反射シ一 卜の端部に配することができない場合であ

つても、反射シ一 卜の端部側において、反射シ一 卜が浮き上がることを抑制

することができる。

[0024] 上記構成において、前記光源基板は、前記隣り合う前記光学素子のうち、

一方の光学素子が固定される一の光源基板と、他方の光学素子が固定される

他の光源基板と、で分割構成されているものとすることができる。

[0025] このような構成によれば、 2 つの光源基板の寸法誤差や反りにより、 2 つ

の光源基板の間に高低差が生じた場合であっても、高低差に起因して反射シ

— 卜が浮き上がることを抑制することができる。

[0026] 上記構成において、前記一の光源基板と前記他の光源基板とはコネクタ部

を介 して接続されており、前記反射シー トは、前記隣り合う前記光学素子を

それぞれ揷通する 2 つの前記開口部の間に前記コネクタ部を揷通するコネク

タ揷通孔を有 し、前記反射シー ト保持部材は、前記コネクタ揷通孔の孔縁と

重畳するように配されているものとすることができる。

[0027] このような構成によれば、コネクタ揷通孔の孔縁において、反射シ一 卜が

浮き上がることを抑制することができる。

[0028] 上記構成において、前記光源基板は、前記シャーシに対 してリベットによ



り固定されており、前記反射シ一 卜は、前記隣り合う前記光学素子をそれぞ

れ揷通する 2 つの前記開口部の間に前記リベッ卜を揷通するリベッ卜揷通孔

を有 し、前記反射シー ト保持部材は、前記リベット揷通孔の孔縁と重畳する

ように配されているものとすることができる。

[0029] このような構成によれば、 リベット揷通孔の孔縁において、反射シ一 卜が

浮き上がることを抑制することができる。

[0030] 上記構成において、前記光学素子は、前記光源からの光を拡散させる拡散

レンズとされるものとすることができる。

[0031 ] このような構成によれば、拡散レンズを備えることでより一層、輝度ムラ

を低減させることができる。

[0032] 次に、上記課題を解決するために、本発明の表示装置は、上記記載の照明

装置と、前記照明装置からの光を利用して表示を行う表示パネルとを備える

[0033] このような表示装置によると、表示パネルに対 して光を供給する照明装置

の輝度が均一なものとされているから、表示品質の優れた表示を実現するこ

とが可能となる。

[0034] 前記表示パネルとしては液晶パネルを例示することができる。このような

表示装置は液晶表示装置として、種々の用途、例えばテレビやパソコンのデ

イスプレイ等に適用でき、特に大型画面用として好適である。

[0035] (発明の効果）

本発明によれば、輝度ムラを低減することが可能な照明装置を提供するこ

とができる。

図面の簡単な説明

[0036] [ 図1]本発明の実施形態 1 に係るテレビ受信装置の概略構成を示す分解斜視図

[図2] テレビ受信装置が備える液晶表示装置の概略構成を示す分解斜視図

[図3]液晶表示装置に備わるシャーシにおける拡散レンズ及び反射シ一卜の配

置構成を示す平面図

[図4]液晶表示装置における図 3 の iV- i v線断面図



[ 図5] 液晶表示装置における図 3 のv-v 線断面図

[ 図6] 反射シ一 卜の端部における反射シ一 卜保持部材の配置構成を示す拡大平

面図

[ 図7] コネクタ揷通孔と反射シー 卜保持部材の配置構成を示す拡大平面図

[ 図8] 拡散 レンズの取付脚部と反射シー 卜保持部材を示す拡大断面図 （レンズ

部を省略 して示す）

[ 図9] 図 8 の i X - i x線断面図

[ 図10] 実施形態 2 に係る拡散 レンズの取付脚部と反射シー 卜保持部材を示す

拡大断面図 （レンズ部を省略 して示す）

[ 図11] 図 1 0 のx i - x i線断面図

[ 図12] 実施形態 3 に係る拡散 レンズの取付脚部と反射シー 卜保持部材を示す

拡大断面図 （レンズ部を省略 して示す）

[ 図13] 実施形態 4 に係るL E D基板の端部付近における反射シー 卜保持部材

の配置構成を示す拡大平面図

[ 図14]実施形態 5 に係るリベッ卜揷通孔と反射シ一 卜保持部材の配置構成を

示す拡大平面図

発明を実施するための形態
[0037] < 実施形態 1 >

本発明の実施形態 1 を図 1 から図 9 によって説明する。本実施形態では、

液晶表示装置 1 0 について例示する。なお、各図面の一部にはX 軸、 Y 軸及

び Z 軸を示 しており、各軸方向が各図面において共通の方向となるように描

かれている。また、図4 及び図 5 に示す上側を表側とし、同図下側を裏側と

する。

[0038] 本実施形態に係るテレビ受信装置 T V は、図 1 に示すように、液晶表示装

置 1 0 と、当該液晶表示装置 1 0 を挟むようにして収容する表裏両キャビネ

ッ卜C a ，C b と、電源 口と、チューナ一丁と、スタン ドS とを備えて構成

される。液晶表示装置 （表示装置） 1 0 は、全体として横長の方形 （矩形状

) を成 し、縦置き状態で収容されている。この液晶表示装置 1 0 は、図 2 に



示すように、表示パネルである液晶パネル 1 1 と、外部光源であるバックラ

ィ 卜装置 （照明装置） 1 2 とを備え、これらが枠状のべゼル 1 3 などにより

—体的に保持されるようになっている。

[0039] 次に、液晶表示装置 1 0 を構成する液晶パネル 1 1 及びバックライ 卜装置

1 2 について説明する。このうち、液晶パネル （表示パネル） 1 1 は、平面

視矩形状をな しており、一対のガラス基板が所定のギヤップを隔てた状態で

貼 り合わせられるとともに、両ガラス基板間に液晶が封入された構成とされ

る。一方のガラス基板には、互いに直交するソース配線とゲ一 卜配線とに接

続されたスイッチング素子 （例えばT F T ) と、そのスイッチング素子に接

続された画素電極、さらには配向膜等が設けられ、他方のガラス基板には、

R (赤色），G (緑色）， B (青色）等の各着色部が所定配列で配置された

カラ一フィルタや対向電極、さらには配向膜等が設けられている。なお、両

基板の外側には偏光板が配されている。

[0040] 続いて、 クライ 卜装置 1 2 について説明する。 クライ 卜装置 1 2

は、図 2 に示すように、光出射部側 （液晶パネル 1 1側）に光源からの光を

出射させる開口部 1 4 b を有 した略箱型をなすシャーシ 1 4 と、シャーシ 1

4 の開口部 1 4 b を覆うようにして配される光学部材 1 5 群 （拡散板 1 5 a

と、拡散板 1 5 a と液晶パネル 1 1 との間に配される複数の光学シ一 卜1 5

b ) 、シャーシ 1 4 の外縁部に沿って配され光学部材 1 5 群の外縁部をシャ

—シ 1 4 との間で挟んで保持するフレーム 1 6 とを備える。さらに、シャ一

シ 1 4 内には、図 3 から図 5 に示すように、光源であるL E D 1 7 ( L i ght E

mi t t i ng Di ode ：発光ダイオー ド）と、 L E D 1 7 が実装された L E D基板 1

8 (光源基板）と、 L E D基板 1 8 において L E D 1 7 を個別に覆うように

取り付けられる拡散 レンズ4 0 (光学素子）とが備えられる。その上、シャ

—シ 1 4 内には、 1_ 巳0 基板 1 8 をシャーシ 1 4 に対 して固定するリベッ卜

2 0 と、シャーシ 1 4 内の光を光学部材 1 5 側に反射させる反射シ一 卜2

と、反射シ一 卜2 0 をシャーシ 1 4 と反対側から保持する反射シ一 卜保持部

材 3 0 とが備えられる。以下では、バックライ 卜装置 1 2 の各構成部品につ



いて説明する。

[0041 ] シャーシ 1 4 は、金属製 とされ、図 3 か ら図 5 に示すように、液晶パネル

1 と同様 に矩形状 をなす底板 1 4 a と、底板 1 4 a の各辺の外端か ら立ち

上がる側板 1 4 c と、各側板 1 4 c の立ち上が り端か ら外向きに張 り出す受

け板 1 4 d とか らな り、全体 と しては表側 に向けて開口 した浅い略箱型 （略

浅皿状）をな している。シャーシ 1 4 は、その長辺方向が X 軸方向と一致 し

、短辺方向が Y 軸方向と一致 している。シャーシ 1 4 における各受け板 1 4

d には、表側か らフレーム 1 6 及び次述する光学部材 1 5 が載置可能 とされ

る。なお、 フレーム 1 6 は受け板 1 4 d に対 してね じ止めされている。 また

、シャーシ 1 4 の底板 1 4 a には、保持部材 2 0 を取 り付けるための取付孔

が開口 して設けられている。

[0042] 光学部材 1 5 は、図 2 に示すように、液晶パネル 1 1 及びシャーシ 1 4 と

同様 に平面に視て横長の方形 （矩形状）をな している。光学部材 1 5 は、図

4 及び図 5 に示すように、その外縁部が受け板 1 4 d に載せ られることで、

シャーシ 1 4 の開口部 1 4 b を覆 うとともに、液晶パネル 1 1 と L E D 1 7

との間に介在 して配される。光学部材 1 5 は、裏側 （L E D 1 7 側、光出射

部 1 2 a 側 とは反対側）に配される拡散板 1 5 a と、表側 （液晶パネル 1 1

側、光出射部 1 2 a 側）に配される光学シ一 卜1 5 b とか ら構成 される。拡

散板 1 5 a は、所定の厚みを持つほぼ透明な樹脂製の基材内に拡散粒子を多

数分散 して設けた構成 とされ、透過する光を拡散 させる機能を有する。光学

シ一 卜1 5 b は、拡散板 1 5 a と比べると板厚が薄いシ一 卜状 をな してお り

、 2 枚が積層 して配されている。具体的な光学シ一 卜1 5 b の種類 と しては

、例えば拡散シ一 卜、 レンズシ一 卜、反射型偏光シ一 卜などがあ り、 これ ら

の中か ら適宜に選択 して使用することが可能である。

[0043] フ レーム 1 6 は、図 2 に示すように、液晶パネル 1 1 及び光学部材 1 5 の

外周縁部 に沿 う枠状 をな している。 このフレーム 1 6 と各受け板 1 4 d との

間で光学部材 1 5 における外縁部 を挟持可能 とされている （図 4 及び図 5 )

。 また、 このフレーム 1 6 は、液晶パネル 1 1 における外縁部 を裏側か ら受



けることができ、表側に配されるべゼル 1 3 との間で液晶パネル 1 1 の外縁

部を挟持可能とされる （図4 及び図 5 ) 。

[0044] 次に、 L E D 1 7 及び L E D 1 7 が実装されるL E D基板 1 8 について説

明する。 L E D 1 7 は、 L E D基板 1 8 に固着される基板部上にL E Dチッ

プを樹脂材により封止 した構成とされる。基板部に実装されるL E Dチップ

は、主発光波長が 1種類とされ、具体的には、青色を単色発光するものが用

いられている。その一方、 L E Dチップを封止する樹脂材には、 L E Dチッ

プから発せられた青色の光を、白色の光に変換する蛍光体が分散配合されて

いる。これにより、この L E D 1 7 は、白色発光が可能とされる。この L E

D 1 7 は、 L E D基板 1 8 に対する実装面とは反対側の面が発光面となる、

いわゆる トップ型とされている。 L E D 1 7 における光軸 L A は、 Z 軸方向

(液晶パネル 1 1 及び光学部材 1 5 の主板面と直交する方向）とほぼ一致す

る設定とされている。なお、 L E D 1 7 から発せられる光は、光軸 L A を中

心にして所定の角度範囲内で三次元的にある程度放射状に広がるのであるが

、その指向性は冷陰極管などと比べると高くなつている。つまり、 L E D 1

7 の発光強度は、光軸 L A に沿った方向が高く、光軸 L A に対する傾き角度

が大きくなるに連れて低下するような傾向の角度分布を示す。

[0045] 1_ 巳 基板 1 8 は、平面に視て矩形状 （短冊状）をな し、長辺方向がX 軸

方向 （シャーシ 1 4 の底板 1 4 a の長辺方向）と一致 し、短辺方向がY 軸方

向 （シャーシ 1 4 の底板 1 4 a の短辺方向）と一致する状態でシャーシ 1 4

内において底板 1 4 a に沿って延在 しつつ収容されている （図 3 〜図 5 ) 。

1_ 巳 基板 1 8 の基材は、シャーシ 1 4 と同 じアルミ系材料などの金属製と

され、その表面に図示 しない絶縁層を介 して銅箔などの金属膜からなる配線

パターン （不図示）が形成された構成とされる。そして、この L E D基板 1

8 の板面のうち、表側を向いた面 （光学部材 1 5 側を向いた面）には、図 9

に示すように、上記 した構成の L E D 1 7 が表面実装されている。 L E D 1

7 は、 1_ 巳 基板 1 8 における長辺方向 （X 軸方向）に沿って複数が直線的

に並列 して配されるとともに、 1_ 巳 基板 1 8 に形成された配線パターンに



より直列接続されている。各 L E D 1 7 の配列ピッチは、ほぼ一定となって

おり、つまり各 L E D 1 7 は、等間隔に配列されている。また、 L E D基板

8 における長辺方向の両端部には、コネクタ部 1 8 a が設けられている。

[0046] 上記 した構成の L E D基板 1 8 は、図 3 に示すように、シャーシ 1 4 内に

おいてX 軸方向及びY 軸方向にそれぞれ複数ずつ、互いに長辺方向及び短辺

方向を揃えた状態で並列 して配置されている。つまり、 L E D基板 1 8 及び

そこに実装された L E D 1 7 は、シャーシ 1 4 内において共にX 軸方向 （シ

ャ一シ 1 4 及び L E D基板 1 8 の長辺方向）を行方向とし、 Y 軸方向 （シャ

—シ 1 4 及び L E D基板 1 8 の短辺方向）を列方向として行列配置 （マ トリ

クス状に配置）されている。具体的には、 1_ 巳 基板 1 8 は、シャーシ 1 4

内においてX 軸方向に3 枚ずつ、 Y 軸方向に9 枚ずつ、合計 2 7 枚が並列 し

て配置されている。そして、本実施形態では、 し巳 基板 1 8 として長辺寸

法及び実装されるL E D 1 7 の数が異なる2 種類のものが用られている。具

体的には、 1_ 巳0 基板 1 8 としては、 6 個の L E D 1 7 が実装され、長辺寸

法が相対的に長い 6 個実装タイプのものと、 5 個の L E D 1 7 が実装され、

長辺寸法が相対的に短い 5 個実装タイブのものとが用いられており、シャ一

シ 1 4 におけるX 軸方向の両端位置に6 個実装タイプのものが 1枚ずつ、同

方向の中央位置に 5 個実装タイプのものが 1枚、それぞれ配されている。上

記 したようにX 軸方向に沿つて並んで 1 つの行をなす各 L E D基板 1 8 は、

隣接するコネクタ部 1 8 a 同士が嵌合接続されることで相互に電気的に接続

されるとともに、シャーシ 1 4 におけるX 軸方向の両端に対応 したコネクタ

部 1 8 a が図示 しない外部の制御回路に対 してそれぞれ電気的に接続される

。これにより、 1 つの行をなす各 L E D基板 1 8 に配された各 L E D 1 7 が

直列接続されるとともに、その 1 つの行に含まれる多数の L E D 1 7 の点灯

消灯を 1 つの制御回路により一括 して制御することができる。なお、長辺

寸法及び実装されるL E D 1 7 の数が異なる種類の L E D基板 1 8 であって

も、短辺寸法及び L E D 1 7 の配列ピッチは、ほぼ同 じとされる。

[0047] このように、長辺寸法及び実装されるL E D 1 7 の数が異なるL E D基板



8 を複数種類用意 し、それら異なる種類の L E D基板 1 8 を適宜に組み合

わせて使用する手法を採用することで、次の効果を得ることができる。すな

わち、画面サイズが異なる液晶表示装置 1 0 を多品種製造する場合、各画面

サイズに合わせて各種類の L E D基板 1 8 の使用の是非及び種類毎の L E D

基板 1 8 の使用枚数を適宜変更することで容易に対応することができる。こ

のため、仮にシャーシ 1 4 の長辺寸法と同等の長辺寸法を有する専用設計の

L E D基板を画面サイズ毎に用意 した場合と比べると、必要な L E D基板 1

8 の種類を大幅に削減することができ、もって製造コス トの低廉化を図るこ

とができる。

[0048] 拡散 レンズ4 0 は、ほぼ透明で （高い透光性を有 し）且つ屈折率が空気よ

りも高い合成樹脂材料 （例えばポリカ一ボネ一 卜やァクリルなど）からなる

。拡散 レンズ4 0 は、図 9 に示すように、 1_ 巳 基板 1 8 に対する拡散 レン

ズ4 0 の取付構造となる取付脚部 4 と、取付脚部 4 に支持されるととも

に、当該取付脚部 4 から庇状に延びるレンズ部 4 2 とで構成されている。

拡散 レンズ4 0 は、図 3 に示すように、 L E D基板 1 8 に対 して各 L E D 1

7 を表側から個別に覆うよう、つまり平面に視て各 L E D 1 7 と重畳するよ

うそれぞれ取り付けられている。すなわち、拡散 レンズ4 0 は、 L E D基板

8 をシャーシ 1 4 の底板 1 4 a に取り付けた状態では、 L E D 1 7 と同様

に9 行 1 7 列に行列配置されている。そして、この拡散 レンズ4 0 は、 L E

D 7 から発せられた指向性の強い光を拡散させつつ出射させることができ

る。これにより、 L E D 1 7 の設置個数を少なくすることが可能となってい

る。拡散 レンズ4 0 は、X 軸方向及びY 軸方向の寸法が共にL E D 1 7 より

も十分に大きいものとされる。一方、拡散 レンズ4 0 は、X 軸方向およびY

軸方向の寸法が L E D基板 1 8 より小さいものとされる。従って、 Z 軸方向

において、拡散 レンズ4 0 と重なる領域には、 L E D基板 1 8 が配されるこ

とになる。

[0049] 取付脚部 4 は、円柱状をな し、 レンズ部 4 2 からL E D基板 1 8 側に向

けて突設されている。取付脚部 4 1 は、図 8 に示すように、 レンズ部 4 2 の



うち、後述する光入射側凹部 4 2 c よ りも外周端部 に近い位置 に 3 つ配 され

てお り、各取付脚部 4 を結んだ線が平面 に視てほぼ正三角形 をなす位置 に

配 されている。各取付脚部 4 は、 その先端部が接着剤な どによ りL E D 基

板 1 8 に固着 される。拡散 レンズ 4 0 は、 1_ 巳 基板 1 8 に取 り付 け られた

状態では、 その 3 つの取付脚部 4 1 が L E D 1 7 を取 り囲む位置 に配 されて

いる。 そ して、 1 枚の L E D 基板 1 8 に固着 される各拡散 レンズ 4 0 は、互

いの向 きを揃 えて配 されている。具体的には、 その 3 つの取付脚部 4 の う

ち、 1 つの取付脚部 4 1 が L E D 基板 1 8 の短手方向の中央部 に配 されると

ともに、他の 2 つの取付脚部 4 が短手方向の中央部 を通 る線 を軸 に して、

線対称 をな して配 されている。

[0050] レンズ部 4 2 は、平面 に視て略円形状 をな し、 L E D 1 7 とほぼ同心 とな

る位置 に配 されている。 レンズ部 4 2 は、 L E D 基板 1 8 と対向する面が L

E D 1 7 か らの光が入射 される光入射面 4 1 a とされるのに対 し、光学部材

5 と対向する面が光 を出射する光出射面 4 2 b とされる。 レンズ部 4 2 は

、取付脚部 4 1 を介 して L E D 基板 1 8 に固定されることで、 その光入射面

4 2 a と L E D 基板 1 8 との間に所定の隙間が空 け られるようにな つている

。光入射面 4 2 a は、図 9 に示すように、全体 と しては L E D 基板 1 8 の板

面 に沿 って並行する形態 とされるものの、平面 に視て L E D 1 7 と重畳する

領域 に光入射側凹部 4 2 c が形成 されることで傾斜面 を有 している。光入射

側凹部 4 2 c は、略円錐状 をなす とともに拡散 レンズ 4 0 においてほぼ同心

位置 に配 されてお り、裏側、つまりL E D 1 7 側 に向けて開口する形態 とさ

れる。光入射側凹部 4 2 c は、断面が略逆 V 字型 をな してお り、 その周面が

Z 軸方向に対 して傾 いた傾斜面 とされる。従 って、 L E D 1 7 か ら発せ られ

て光入射側凹部 4 2 c 内に入 った光は、傾斜面 を介 して拡散 レンズ 4 0 内に

入射するのであるが、 その とき光軸 L A に対する傾斜面の傾斜角度の分だけ

、 中心か ら遠 ざかる方向、つまり広角 に屈折 されて拡散 レンズ 4 0 に入射す

る。

[0051 ] レンズ部 4 2 の光出射面 4 2 b は、扁平な略球面状 に形成 されている。 こ



れによ り、拡散 レンズ 4 0 か ら出射する光 を、外部の空気層 との界面 にて中

心か ら遠 ざかる方向、つまり広角 に屈折 させつつ出射 させることが可能 とな

る。 この光出射面 4 2 b の うち平面 に視て L E D 1 7 と重畳する領域 には、

光出射側凹部 4 2 d が形成 されている。光出射側凹部 4 2 d は、略擂鉢状 を

なす とともに、 その周面が中心 に向か って下 り勾配 となる扁平な略球面状 に

形成 されている。 また、光出射側凹部 4 2 d における周面の接線が L E D

の光軸 L A に対 してなす角度 は、光入射側凹部 4 2 c の傾斜面が光軸 L A

に対 してなす角度 よ りも相対的に大 きくなるもの とされる。光出射面 4 2 b

の うち平面 に視て L E D 7 と重畳する領域 に光出射側凹部 4 d を形成す

ることによ り、 L E D 1 7 か らの光の多 くを広角 に屈折 させつつ出射 させた

り、或いは L E D 1 7 か らの光の一部 を L E D 基板 1 8 側 に反射 させること

がで きる。

反射シ一 卜2 1 は、合成樹脂製 とされ、表面が光の反射性 に優れた白色 を

呈するもの とされる。反射シ一 卜2 1 は、図 3 に示すように、 シャーシ 1 4

の内面のほぼ全域 にわた って敷設 される大 きさを有 しているので、 シャーシ

1 4 内に並列 して配 された全 L E D 基板 1 8 を表側か ら一括 して覆 うことが

可能 とされる。 この反射シ一 卜2 によ りシャーシ 1 4 内の光 を光学部材 1

5 側 に向けて効率的に立ち上 げることがで きる。反射シ一 卜2 1 は、 シャ一

シ 1 4 の底板 1 4 a に沿 って延在するとともに底板 1 4 a の大部分 を覆 う大

きさの底部 2 1 a と、底部 2 1 a の各外端か ら表側 に立ち上がるとともに底

部 2 a に対 して傾斜状 をなす 4 つの立ち上が り部 2 b と、各立ち上が り

部 2 b の外端か ら外向 きに延出するとともにシャーシ 1 4 の受け板 1 4 d

に載せ られる延出部 2 c とか ら構成 されている。 この反射シ一 卜2 1 の底

部 2 1 a が各 L E D 基板 1 8 における L E D 1 7 が実装 された板面 に対 して

表側 に重なるよう配 される。 また、反射シ一 卜2 の底部 2 a には、各拡

散 レンズ 4 0 (各 L E D 1 7 ) と平面視重畳する位置 に、各 L E D 1 7 を露

出するとともに、各拡散 レンズ 4 0 を揷通する レンズ揷通孔 2 1 d (開 口部

) が設 け られている。 レンズ揷通孔 2 1 d は、図 8 に示すように、平面 に視



て円形状をな しており、その径寸法は拡散 レンズ4 0 よりも大きくなる設定

とされる。これにより、反射シ一 卜2 1 をシャーシ 1 4 内に敷設する際、寸

法誤差の有無に拘わらず各拡散 レンズ4 0 を各 レンズ揷通孔 2 d に対 して

確実に通すことができる。さらに、反射シ一 卜2 1 の底部 2 1 a には、各コ

ネクタ部 1 8 a と平面視重畳する位置に、各コネクタ部 1 8 a を揷通するコ

ネクタ揷通孔 2 e が設けられている。

[0053] リベット2 0 は、図4 および図 5 に示すように、円盤状の押え部 2 0 d と

、当該押え部 2 0 d から下方側へ突出する係止部 2 0 e とを有する。 L E D

基板 1 8 には、係止部 2 0 e を揷通するための貫通孔 1 8 b が穿設されてお

り、またシャーシ 1 4 の底板 1 4 a には、当該貫通孔 1 8 b と連通する取付

孔 （不図示）が穿設されている。 リベット2 0 の係止部 2 0 e の先端部は弾

性変形可能な幅広部となっており、貫通孔 1 8 b 及び取付孔に揷通された後

、シャーシ 1 4 の底板 1 4 a の裏面側に係止可能となっている。これにより

、 リベット2 0 は、押え部 2 0 d で L E D基板 2 0 を押えつつ、当該 L E D

基板 2 0 を底板 1 4 a に固定可能となっている。このリベット2 0 は、図 3

に示すように、 し巳 基板 1 8 の面内において複数が適宜に分散配置されて

おり、X 軸方向について拡散 レンズ4 0 ( L E D 1 7 ) に対 して隣り合う位

置に配されている。なお、図 3 に示すように、 1_ 巳 基板 1 8 には、隣り合

う拡散 レンズ4 0 の間にリベッ卜2 0 が配されない箇所が存在するが、当該

箇所においては、 L E D基板 1 8 の配線パターンの配線幅を十分に確保する

ために、貫通孔 1 8 b が設けられていない。

[0054] リベット2 0 のうち、図4 および図 5 に示すように、シャーシ 1 4 の底板

1 4 a の中央部付近に位置するリベッ卜2 0 B の表面には、支持ピン2 7 が

突設されている。支持ピン2 7 は、先細りする円錐形とされており、拡散板

1 5 a が下方側へ橈んだ際に、当該拡散板 1 5 a と支持ピン2 7 の先端とが

点接触することにより、拡散板 1 5 a を下方から支持することが可能となつ

ている。

[0055] ここで、反射シ一 卜2 1 には、 リベット2 0 の係止部 2 0 e を揷通するた



めの揷通孔 （不図示）が設けられている。反射シ一 卜2 に設けられた当該

揷通孔の径は、押え部 2 0 d の径より小さいものとされている。すなわち、

反射シ一 卜2 1 は、当該揷通孔の孔縁において、 L E D基板 1 8 とともに押

え部 2 0 d とシャーシ 1 4 とに挟持され、 リベッ卜2 0 によりシャーシ 1 4

に対 して保持されるものとされている。

[0056] 反射シ一 卜保持部材 3 0 について詳 しく説明する。反射シ一 卜保持部材 3

0 は、図 8 および図 9 に示すように、反射性に優れた、弾性を有する、環状

部材とされている。言い換えれば、反射シ一 卜保持部材 3 0 は、白色をなす

、輪ゴム状の部材とされている。反射シ一 卜保持部材 3 0 の全周の長さは、

弾性伸長 しない状態で、シャーシ内においてX 軸方向に隣り合う拡散 レンズ

4 0 ，4 0 の 6 つの取付脚部 4 1 のうち、外側に配される 5 つの取付脚部 4

1 の外面を結ぶ長さより短いものとされている。言い換えれば、平面視にて

、当該 5 つの取付脚部 4 の配置部を頂点とする五角形状の周の長さより短

いものとされている。そして、反射シ一 卜保持部材 3 0 は、その幅寸法Wが

、反射シ一 卜2 1 のシ一 卜面と、当該シ一 卜面に対向するレンズ部 4 2 の庇

状部分をなす光入射面 4 2 a との離間距離 L と略同 じ寸法とされている。

[0057] 反射シ一 卜保持部材 3 0 は、図 8 および図 9 に示すように、シャーシ 1 4

内において、X 軸方向に隣り合う拡散 レンズ4 0 ，4 0 に係止されている。

詳 しくは、反射シ一 卜保持部材 3 0 は、周の長さが伸長され、拡散 レンズ4

0 ，4 0 を取り囲むように配されるとともに、周方向に収縮 しょうとする弾

発力により取付脚部 4 1 に係止されている。このとき、反射シ一 卜保持部材

3 0 は、上述の 5 つの取付脚部 4 1 の配置形状に倣い、平面視五角形状をな

す。そして、反射シー ト保持部材 3 0 は、幅方向 （Z 軸方向）においては、

レンズ部 4 2 の庇状に張り出した部分に係止されている。さらに、反射シ一

卜保持部材 3 0 は、拡散 レンズ4 0 と重畳する部分においては、 レンズ部 4

2 の光入射面 4 2 a と密着するとともに、隣り合うレンズ揷通孔 2 1 d の間

においては、反射シ一 卜2 の上側 （シャーシ 1 4 と反対側）のシ一 卜面に

密着するものとされている。すなわち、反射シ一 卜保持部材 3 0 は、 レンズ



揷通孔 2 d の孔縁をレンズ部 4 2 側 （シャーシ 1 4 と反対側）から押える

構成とされている。

[0058] 次に、反射シ一 卜保持部材 3 0 のシャーシ 1 4 内における配置構成につい

て説明する。まず、反射シ一 卜保持部材 3 0 は、 9 行 1 7 列に行列配置され

た拡散 レンズ4 0 のうち、行方向 （X 軸方向）の端部に位置する、すなわち

1列目と 1 7 列目に位置する拡散 レンズ4 0 E とこれに隣接する拡散 レンズ

4 0 に係止されている。また、当該拡散 レンズ4 0 ，4 0 間にリベット2 0

が配されていない、 3 列目と4 列目に位置する拡散 レンズ4 0 ，4 0 と、 1

4 列目と 1 5 列目に位置する拡散 レンズ4 0 ，4 0 とにそれぞれ係止されて

いる。さらに、当該拡散 レンズ4 0 ，4 0 間にコネクタ部 1 8 a が配されて

いる、 6 列目と7 列目に位置する拡散 レンズ4 0 ，4 0 と、 1 1 列目と 1 2

列目に位置する拡散 レンズ4 0 ，4 0 とにそれぞれ係止されている。

[0059] 図 6 に示すように、 1列目と2 列目に位置する拡散 レンズ4 0 E，4 0 に

係止される反射シ一 卜保持部材 3 0 は、 1列目に位置する拡散 レンズ4 0 E

を揷通する反射シ一 卜揷通孔 2 d の孔縁を、 2 箇所においてシャーシ 1 4

の底板側に押えるものとされている。ここで、 1列目と2 列目に位置する拡

散 レンズ4 0 E，4 0 の間には、 リベット2 0 A が配されているが、反射シ

- 卜保持部材 3 0 は、当該 リベット2 0 A より反射シ一 卜2 の端部側にお

いて、反射シ一 卜2 をシャーシ 1 4 に対 して保持する配置構成とされてい

る。なお、当該 リベッ卜2 0 A は、環状をなす反射シ一 卜保持部材 3 0 の周

内に配されており、 リベット2 0 A と反射シ一卜保持部材 3 0 とが干渉する

ことはない。 1 6 列目と 1 7 列目に位置する拡散 レンズ4 0 ，4 0 E に係止

される反射シ一 卜保持部材 3 0 は、 1列目と2 列目に位置する拡散 レンズ4

0 E , 4 0 に係止される反射シ一 卜保持部材 3 0 と左右対称の配置構成であ

るため、説明を省略する。

[0060] また、図 6 に示すように、 3 列目と4 列目に位置する拡散 レンズ4 0 ，4

0 に係止される反射シ一卜保持部材 3 0 は、 リベット2 0 により保持されな

し、、 3 列目と4 列目に位置する拡散 レンズ4 0 ，4 0 をそれぞれ揷通するレ



ンズ揷通孔 2 d , d の間をシャーシ 1 4 に対 して保持する構成 とされ

ている。 1 4 列 目と 1 5 列 目に位置する拡散 レンズ 4 0 ， 4 0 に係止される

反射シ一 卜保持部材 3 0 は、 3 列 目と4 列 目に位置する拡散 レンズ 4 0 ， 4

0 に係止される反射シ一 卜保持部材 3 0 と同様の配置構成であるため、説明

を省略する。

[0061 ] さ らに、図 7 に示すように、 6 列 目と 7 列 目に位置する拡散 レンズ 4 0 ，

4 0 に係止される反射シ一 卜保持部材 3 0 は、 リベ ッ ト2 0 によ り保持 され

ない、 6 列 目と 7 列 目に位置する拡散 レンズ 4 0 ， 4 0 をそれぞれ揷通する

レンズ揷通孔 2 d , d の間をシャーシ 1 4 に対 して保持する構成 とさ

れている。 ここで、 6 列 目に配 される拡散 レンズ 4 0 は、 X 軸方向に 3 枚並

んで配 される L E D 基板 1 8 の うち、左側 に配 される L E D 基板 1 8 — 1 に

固定されるとともに、 7 列 目に配 される拡散 レンズ 4 0 は、 X 軸方向に 3 枚

並んで配 される L E D 基板 1 8 の うち、 中央 に配 される L E D 基板 1 8 — 2

に固定されている。 そ して、 L E D 基板 1 8 — 1 と、 L E D 基板 1 8 — 2 と

はコネクタ部 1 8 a を介 して接続 されている。 また、反射シ一 卜2 1 には、

6 列 目と 7 列 目に位置する拡散 レンズ 4 0 ， 4 0 をそれぞれ揷通する レンズ

揷通孔 2 d , d の間にコネクタ部 1 8 a を揷通するコネクタ揷通孔 2

e が設 け られている。 そ して、反射シ一 卜保持部材 3 0 は、 当該 コネクタ

揷通孔 2 1 e の孔縁 と重畳するように配 されている。なお、 当該 コネクタ部

1 8 a は、環状 をなす反射シ一 卜保持部材 3 0 の周内に配 されてお り、 コネ

クタ部 1 8 a と反射シ一 卜保持部材 3 0 とが干渉することはない。 1 1 列 目

と 1 2 列 目に位置する拡散 レンズ 4 0 ， 4 0 に係止される反射シ一 卜保持部

材 3 0 は、 6 列 目と 7 列 目に位置する拡散 レンズ 4 0 ， 4 0 に係止される反

射シ一 卜保持部材 3 0 と同様の配置構成であるため、説明を省略する。

[0062] 本実施形態のバ ックライ 卜装置 1 2 は、複数の L E D 1 7 と、板状部材で

あ って、 その板面上 に L E D 1 7 が配 されるシャーシ 1 4 と、 シャーシ 1 4

に対 して固定されるとともに、 L E D 1 7 をシャーシ 1 4 と反対側か ら個別

に覆 い、 L E D 1 4 か らの光 に対 して光学的な作用を及ぼす複数の拡散 レン



ズ4 0 と、シャーシ 1 4 の板面を覆う反射シ一 卜2 1 であって、 L E D 1 7

を露出するとともに、拡散 レンズ4 0 を揷通するレンズ揷通孔 2 1 d を有す

る反射シ一 卜2 1 と、反射シ一 卜2 をシャーシ 1 4 と反対側から保持する

反射シ一 卜保持部材 3 0 であって、隣り合う拡散 レンズ4 0 ，4 0 に係止さ

れるとともに、隣り合う拡散 レンズ4 0 ，4 0 の間において、反射シ一 卜2

1 のシ一 卜面上に延設される反射シ一 卜保持部材 3 0 と、を備える。

[0063] 本実施形態のバックライ 卜装置 1 2 では、反射シ一 卜保持部材 3 0 がシャ

—シ 1 4 に対 して固定される拡散 レンズ4 0 に係止されるとともに、隣り合

う拡散 レンズ4 0 ，4 0 の間において、反射シ一 卜2 1 のシ一 卜面上に延設

されるから、反射シ一 卜2 1 の隣り合うレンズ揷通孔 2 d , d の間に

亘つて、当該反射シ一 卜2 をシャーシ 1 4 と反対側から保持することがで

きる。このため、 レンズ揷通孔 2 1 d の開口縁の反りを抑制するとともに、

反射シ一 卜2 をシャーシ 1 4 に対 して保持することができ、輝度ムラの発

生を低減することができる。

[0064] 具体的には、 レンズ揷通孔 2 d の孔縁部分は、反射シ一 卜2 の中で最

もL E D 1 7 に対 して近接 して配されており、 L E D 1 7 からの熱により、

膨張 ' 収縮 しやすくなつている。 レンズ揷通孔 2 1 d の孔縁部分が、膨張 -

収縮 した場合には、当該部分がシャーシ 1 4 と反対側に反り変形 し、当該反

り部分が L E D 1 7 からの光の光路上に進入 し、影となる虞がある。 しか し

ながら、本実施形態では、反射シ一 卜保持部材 3 0 はレンズ揷通孔 2 1 d の

孔縁をシャーシ 1 4 と反対側から押える構成とされており、 レンズ揷通孔 2

1 d の開口縁の反りを抑制することができる。

さらに、反射シ一 卜2 1 は、その底部 2 1 a がシャーシ 1 4 の底板 1 4 a

を覆うように敷設されているが、各部材の寸法誤差や組付誤差に起因 して、

反射シ一 卜2 の底部 2 a が配される敷設面に段差や凹凸ができることが

ある。このような敷設面に、反射シ一 卜2 の底部 2 a を配すると、当該

段差や凹凸に起因 して反射シ一 卜2 の一部がシャーシ 1 4 から浮き上がり

、 L E D 7 からの光が反射シ一 卜2 の裏面側に進入する虞がある。 しか



しながら、本実施形態では、反射シー ト保持部材 3 0 が、反射シー ト2 1 を

シャーシ 1 4 と反対側から押える構成とされており、反射シ一 卜2 が浮き

上がることを抑制することができる。

[0065] 本実施形態では、シャーシ 1 4 に対 して固定され、 L E D 1 7 が実装され

るとともに拡散 レンズ4 0 が固定されるL E D基板 1 8 を備える。このため

、 L E D基板 1 8 をシャーシ 1 4 に対 して固定することにより、シャーシ 1

4 に対 して拡散 レンズ4 0 を容易に固定することができる。具体的には、 L

E D基板 1 8 に対 して拡散 レンズ4 0 を固着するとともに、シャーシ 1 4 に

対 して当該 L E D基板 1 8 をリベッ卜2 0 で固定することにより、拡散 レン

ズ4 0 のシャーシ 1 4 に対する固定を実現することができる。

[0066] 本実施形態では、拡散 レンズ4 0 は、柱状をなす取付脚部 4 1 を有 し、当

該取付脚部 4 1 が L E D基板 1 8 に対 して固定されており、反射シ一 卜保持

部材 3 0 は、取付脚部 4 1 に係止されている。このため、反射シ一 卜保持部

材 3 0 を拡散 レンズ4 0 に容易に係止させることができる。

[0067] 本実施形態では、拡散 レンズ4 0 は、取付脚部 4 1 に支持されるとともに

、当該取付脚部 4 1 から庇状に延びるレンズ部 4 2 を有 し、反射シ一 卜保持

部材 3 0 は、 レンズ部 4 2 に係止されている。このため、反射シ一 卜保持部

材 3 0 が拡散 レンズ4 0 のレンズ部 4 2 側に、脱落することを抑制すること

ができる。

[0068] 本実施形態では、反射シー ト保持部材 3 0 は、その幅寸法が、反射シー ト

のシ一 卜面と、当該シ一 卜面に対向するレンズ部 4 2 の光入射面 4 2 a

との離間距離と略同 じ寸法とされてなる。このため、 レンズ部 4 2 により、

反射シ一 卜保持部材 3 0 を反射シ一 卜2 に対 して位置決めすることができ

、反射シ一 卜2 の保持を好適に実現することができる。

[0069] 本実施形態では、反射シー ト保持部材 3 0 は、弾性を有する、環状部材と

されており、隣り合う拡散 レンズ4 0 ， 4 0 を取り囲むように配されるとと

もに、周方向に収縮 しょうとする弾発力により拡散 レンズ4 0 に係止されて

いる。このため、反射シ一 卜保持部材 3 0 をその弾発力により、拡散 レンズ



4 0 に確実に係止させることができ、反射シ一 卜2 の保持を好適に実現す

ることができる。

[0070] 本実施形態では、反射シー ト保持部材 3 0 は、行列配置された拡散 レンズ

4 0 のうち、端部に位置する拡散 レンズ 4 0 E に係止されている。 このため

、 ノくッ クライ 卜装置 1 2 の狭額縁化に伴い、 リベ ッ 卜等の反射シ一 卜 2 を

保持する部材を反射シ一 卜2 の端部に配することができない場合であって

も、反射シ一 卜2 の端部側において、反射シ一 卜2 が浮 き上がることを

抑制することができる。

[0071 ] 本実施形態では、 L E D 基板 1 8 は、隣 り合 う拡散 レンズ 4 0 ， 4 0 のう

ち、一方の拡散 レンズ 4 0 が固定される一の L E D 基板 1 8 — 1 と、他方の

拡散 レンズ 4 0 が固定される他の L E D 基板 1 8 — 2 と、で分割構成されて

いる。 このような構成により、 2 つの L E D 基板 1 8 — 1 ， 1 8 — 2 の寸法

誤差や反 りにより、 2 つの L E D 基板 1 8 _ 1 ， 1 8 — 2 の間に高低差が生

じた場合であっても、反射シ一 卜保持部材 3 0 を配することにより、高低差

に起因 して反射シ一 卜2 が浮 き上がることを抑制することができる。

[0072] 本実施形態では、反射シ一 卜保持部材 3 0 は、 コネクタ揷通孔 2 1 e の孔

縁 と重畳するように配されているか ら、 コネクタ揷通孔 2 1 e の孔縁におい

て、反射シ一 卜1 4 が浮 き上がることを抑制することができる。

[0073] 本実施形態では、光学素子は、 L E D 1 7 か らの光を拡散させる拡散 レン

ズ 4 0 とされるか ら、より一層、輝度ムラを低減させることができる。

[0074] < 実施形態 2 >

本発明の実施形態 2 を図 1 0 および図 1 1 によって説明する。 この実施形

態 2 では、反射シ一 卜保持部材 3 0 構成 を変更 した反射シ一 卜保持部材 1 3

0 を示す。なお、上記 した実施形態 と同様の構造、作用及び効果について重

複する説明は省略する。

[0075] 反射シ一 卜保持部材 1 3 0 は、図 1 0 および図 1 1 に示すように、反射性

に優れた、 プラスチック等の合成樹脂製 とされている。反射シ一 卜保持部材

1 3 0 は、その両端部にそれぞれ配され、取付脚部 4 の外周を把持する 2



つの把持部 1 3 1， 1 3 1 と、 2 つの把持部 1 3 1， 1 3 1 を連結するシ一

卜押え部 1 3 2 と、を有するものとされている。把持部 1 3 1 は、反射シ一

卜保持部材 1 3 0 の長さ方向と交差する方向、詳 しくは、直交する方向に開

口するU字状をな し、対向する内周面の幅が取付脚部 4 の径と一致するも

のとされている。そして、 2 つの把持部 1 3 1， 1 3 1 は互いに反対側に開

口するものとされている。反射シ一 卜保持部材 1 3 0 の長手寸法は、 2 つの

把持部 1 3 1， 1 3 1 がそれぞれ把持する取付脚部 4 , 4 の離間距離と

同 じものとされている。そして、反射シ一 卜保持部材 1 3 0 は、その幅寸法

Wが、反射シ一 卜2 1 のシ一 卜面と、当該シ一 卜面に対向するレンズ部 4 2

の庇状部分をなす光入射面 4 2 a との離間距離 L と略同 じ寸法とされている

[0076] 反射シ一 卜保持部材 1 3 0 は、図 1 0 および図 1 1 に示すように、シャ一

シ 1 4 内において、X 軸方向に隣り合う拡散 レンズ4 0 ，4 0 に係止されて

いる。詳 しくは、反射シ一 卜保持部材 3 0 の把持部 1 3 1， 1 3 1 は、拡散

レンズ4 0 の 3 つの取付脚部 4 1 のうち、互いに隣接する拡散 レンズ4 0 に

最も近接 して配される取付脚部 4 をそれぞれ把持するものとされている。

そして、反射シー ト保持部材 1 3 0 は、幅方向 （Z 軸方向）においては、 レ

ンズ部 4 2 の庇状に張り出した部分に係止されている。さらに、反射シ一 卜

保持部材 1 3 0 は、拡散 レンズ4 0 と重畳する部分においては、 レンズ部 4

2 の光入射面 4 2 a に当接するとともに、隣り合うレンズ揷通孔 2 1 d の間

においては、反射シ一 卜2 の上側 （シャーシ 1 4 と反対側）のシ一 卜面に

当接するものとされている。すなわち、反射シ一 卜保持部材 1 3 0 は、 レン

ズ揷通孔 2 d の孔縁をレンズ部 4 2 側 （シャーシ 1 4 と反対側）から押え

る構成とされている。

[0077] 本実施形態では、反射シ一 卜保持部材 1 3 0 は、その両端部にそれぞれ配

され、取付脚部 4 の外周を把持する2 つの把持部 1 3 1， 1 3 1 と、 2 つ

の把持部 1 3 1， 1 3 1 を連結するシ一 卜押え部 1 3 2 と、を有する。この

ため、把持部 1 3 により拡散 レンズ4 0 に確実に係止されるとともに、シ



— 卜押え部 1 3 2 により反射シ一 卜2 を保持することができ、反射シ一 卜

の保持を好適に実現することができる。

[0078] < 実施形態 3 >

本発明の実施形態 3 を図 1 2 によって説明する。 この実施形態 3 では、実

施形態 2 の反射シー 卜保持部材 1 3 0 の構成を変更 した反射シー 卜保持部材

2 3 0 を示す。なお、上記 した実施形態 と同様の構造、作用及び効果につい

て重複する説明は省略する。

[0079] 反射シ一 卜保持部材 2 3 0 は、図 1 2 に示すように、反射性に優れた、 プ

ラスチック等の合成樹脂製 とされており、その両端部にそれぞれ配され、取

付脚部 4 の外周を把持する 2 つの把持部 2 3 1， 2 3 1 と、 2 つの把持部

2 3 1 , 2 3 1 を連結するシ一 卜押え部 2 3 2 と、を有するものとされてい

る。把持部 2 3 は、反射シ一 卜保持部材 2 3 0 の長さ方向と交差する方向

、詳 しくは、直交する方向に開口するU字状をな し、対向する内周面の幅が

取付脚部 4 1 の径 と一致するものとされている。そ して、 2 つの把持部 2 3

1 , 3 は互いに同 じ側に開口するものとされている。反射シ一 卜保持部

材 3 0 の長手寸法は、 2 つの把持部 2 3 1， 2 3 1 がそれぞれ把持する取付

脚部 4 1， 4 1 の離間距離 と同 じものとされている。

[0080] 反射シ一 卜保持部材 2 3 0 は、図 1 2 に示すように、シャーシ 1 4 内にお

いて、 Y 軸方向に隣 り合 う拡散 レンズ4 0 ， 4 0 に係止されている。なお、

当該隣 り合 う拡散 レンズ4 0 ， 4 0 はそれぞれ異なる L E D基板 1 8 に固定

されている。

[0081 ] 本実施形態では、反射シ一 卜保持部材 2 3 0 は、 2 つの把持部 2 3 1，

3 によって係止されており、実施形態 1 に示 した反射シ一 卜保持部材 3 0

のように、その係止される拡散 レンズ4 0 ， 4 0 を互いに近づける方向に弾

発力が生 じることがない。 このため、互いに異なる L E D基板 1 8 に固定さ

れる拡散 レンズ4 0 ， 4 0 とに係止される場合であっても、反射シ一 卜保持

部材 2 3 0 の弾発力によりL E D基板 1 8 がシャーシ 1 4 内において位置ズ

レする虞がない。



[0082] < 実施形態 4 >

本発明の実施形態 4 を図 1 3 によって説明する。この実施形態 4 では、 L

E D基板 1 8 の構成を変更 した L E D基板 3 8 - 1 , 3 1 8 _ 2 を示す。

なお、上記 した実施形態と同様の構造、作用及び効果について重複する説明

は省略する。

[0083] 本実施形態では、反射シ一 卜保持部材 3 0 は、 リベット2 0 により保持さ

れない、中央部に配される拡散 レンズ4 0 ，4 0 をそれぞれ揷通するレンズ

揷通孔 2 d , d の間をシャーシ 1 4 に対 して保持する構成とされてい

る。ここで、当該拡散 レンズ4 0 ，4 0 のうち左側の拡散 レンズ4 0 は、X

軸方向の左側に配されるL E D基板 3 1 8 _ 1 に固定されている。また、当

該拡散 レンズ4 0 ，4 0 のうち右側の拡散 レンズ4 0 は、X 軸方向の右側に

配されるL E D基板 3 8 —2 に固定されている。そして、 L E D基板 3

8 _ 1 と、 L E D基板 3 8 - 2 とはコネクタ部等により接続されていない

。言い換えれば、 L E D基板 3 1 8 — 1 と、 L E D基板 3 1 8 _ 2 とは対向

状に配される端部同士が、互いに接続されない構成とされている。

[0084] 本実施形態では、 リベット2 0 により保持されない、 2 枚の L E D基板の

間の部分において、反射シ一 卜保持部材 3 0 により、反射シ一 卜2 1 を保持

することができる。

[0085] < 実施形態 5 >

本発明の実施形態 5 を図 1 4 によって説明する。この実施形態 5 では、 リ

べッ卜2 0 が反射シ一 卜2 をシャーシ 1 4 に対 して保持 しないリベッ卜4

2 0 C を含むものを示す。なお、上記 した実施形態と同様の構造、作用及び

効果について重複する説明は省略する。

[0086] リベット2 0 のうち、 リベット4 2 0 C は、 リベット2 0 A と同様の部品

とされるものの、当該 リベッ卜4 2 0 C に対応 して設けられてリベッ卜揷通

孔 2 1 f が押え部 2 0 d の径より大きいものとされている点で、 リベット2

0 A と異なる種類とされている。すなわち、 リベット2 0 A は、その押え部

2 0 d とシャーシ 1 4 とにより反射シ一 卜2 を挟持するものとされていた



が、 リベッ卜4 2 0 C は押え部 0 d が反射シ一 卜2 に設けられたリベッ

卜揷通孔 2 f に揷通するものとされており、反射シ一 卜2 をシャーシ 1

4 に対 して保持 しない構成とされている。当該 リベッ卜4 2 O C によれば、

反射シ一 卜2 をシャーシ 1 4 に敷設する前に、 1_ 巳 基板 1 8 をリベッ卜

4 2 O C により仮にシャーシ 1 4 に対 して取り付けることができる。そして

、当該 リベット4 2 0 C の押え部 2 0 d を反射シ一 卜2 1 の リベッ卜揷通孔

2 1 f に揷通させることにより、反射シ一 卜2 1 と押え部 2 0 d とが干渉す

る事態を回避することができる。

[0087] 本実施形態では、反射シ一 卜保持部材 3 0 は、 リベット2 O A 等により保

持されない、左から2 列目と3 列目に位置する拡散 レンズ4 0 ，4 0 をそれ

ぞれ揷通するレンズ揷通孔 2 d , d の間をシャーシ 1 4 に対 して保持

する構成とされている。反射シ一 卜2 1 には、 2 列目と3 列目に位置する拡

散 レンズ4 0 ，4 0 をそれぞれ揷通するレンズ揷通孔 2 d , d の間に

リベット4 2 0 C を揷通するリベット揷通孔 2 1 f が設けられている。そし

て、反射シー ト保持部材 3 0 は、当該 リベット揷通孔 2 1 f の孔縁と重畳す

るように配されている。

[0088] 本実施形態では、 リベット揷通孔 2 1 f の孔縁において、反射シ一 卜2 1

が浮き上がることを抑制することができる。

[0089] < 他の実施形態>

本発明は上記記述及び図面によって説明 した実施形態に限定されるもので

はなく、例えば次のような実施形態も本発明の技術的範囲に含まれる。

( 1 ) 上記 した実施形態では、反射シ一 卜保持部材 3 0 ， 3 0 の幅寸法

Wが、反射シ一 卜2 のシ一 卜面と、 レンズ部 4 2 光入射面 4 2 a との離間

距離 L と略同 じ寸法とされるものを例示 したが、反射シ一 卜保持部材の幅寸

法Wは L より小さいものであってもよい。この場合には、反射シ一 卜保持部

材が、 L E D 1 7 からの光路に与える影響を小さくすることができる。

[0090] ( 2 ) 上記 した実施形態では、反射シー ト保持部材 3 0 ， 3 0 が、反射

シ一 卜2 1 のシ一 卜面と密着または当接するものを例示 したが、これに限ら



れない。反射シ一 卜保持部材が反射シ一 卜のシ一 卜面 と離間 して配されてお

り、反射シ一 卜がシャ一シと反対側に浮 き上がつた際に、反射シ一 卜をシャ

- シ側 に押える構成 とされてもよい。

[0091 ] ( 3 ) 上記 した実施形態では、反射シ一 卜保持部材 3 0 は弾発力により、

拡散 レンズ 4 0 に係止されるものを例示 したが、その他にも、接着剤等によ

り拡散 レンズ 4 0 に係止される構成であってもよい。

[0092] ( 4 ) 上記 した実施形態では、 X 軸方向において隣 り合 う拡散 レンズ 4 0

， 4 0 に係止される反射シ一 卜保持部材 3 0 ， 1 3 0 と、 Y 軸方向において

隣 り合 う拡散 レンズ 4 0 ， 4 0 に係止される反射シ一 卜保持部材 2 3 0 とを

例示 したが、 これに限 られず、例えば、 L E D 基板 1 8 の長手方向において

、斜め方向に隣 り合 う拡散 レンズに係止されるものであってもよい。

[0093] ( 5 ) 上記 した実施形態では、反射シー ト保持部材は、所定の列に配され

る拡散 レンズ 4 0 ， 4 0 について、すべての行において係止される構成 とし

たが、例えば、所定の行のみに配される構成 としてもよい。 また、反射シ一

卜保持部材は、予め係止される箇所が設定されていな くてもよく、反射シ一

卜を組み付けた後に、検査等により反射シ一 卜の浮 き上が りが認め られた箇

所に、適宜係止するものとしてもよい。

[0094] ( 6 ) 上記実施形態においては、取付脚部 4 1 は円柱状をなすものを例示

したが、 この形状に限 られず、角柱状や、 L E D を取 り囲む円筒状等であつ

てもよい。

[0095] ( 7 ) 上記実施形態においては、取付脚部 4 1 は 3 つが、正三角形をなす

配置にて設けられているものを例示 したが、数および配置構成はこれに限 ら

れない。

[0096] ( 8 ) 上記実施形態においては、 レンズ部 4 2 が取付脚部か ら庇状に延び

る形状を例示 したが、 レンズ部の形状はこれに限 られない。

[0097] ( 9 ) 上記実施形態においては、光学素子として、拡散 レンズ 5 0 ， 2 5

0 を例示 したが、 これに限定されない。光学素子は、光源か らの光に対 して

光学的な作用を及ぼすものであればよく、例えば、集光 レンズなどを用いて



もよい。

[0098] ( 0 ) 上記 した実施形態では、 L E D基板は分割構成されるものを例示

したが、 L E D基板は 1枚で構成されていてもよく、また、 L E Dが行列配

置される矩形状の L E D基板を複数組み合わせて構成されていてもよい。

[0099] ( ) 上記 した各実施形態では、 L E D基板として 5 個実装タイプ、 6

個実装タイプ及び 8 個実装タイプのものを適宜に組み合わせて用いる旨を説

明 したが、 5 個， 6 個， 8 個以外の数の L E D を実装 した L E D基板を用い

るようにしたものも本発明に含まれる。

[01 00] ( 1 2 ) 上記 した各実施形態では、光源として L E D を用いた場合を例示

したが、 L E D以外の種類の光源を用いてもよい。例えば、 L E D以外にも

、冷陰極管や熱陰極管などの線状光源を用いたり、有機 E L などの面状光源

を用いたりしてもよい。

[01 0 1 ] ( 1 3 ) 上記実施形態では光学シ一 卜1 5 b の種類として、光を拡散する

機能を有する拡散シ一 卜、光を集光する機能を有するレンズシ一 卜などを例

示 したが、光学シー トは光を集光する機能と、光を拡散する機能とを併せも

つものであってもよい。

[01 02] ( 4 ) 上記 した各実施形態では、液晶パネル及びシャーシがその短辺方

向を鉛直方向と一致させた縦置き状態とされるものを例示 したが、液晶パネ

ル及びシヤーシがその長辺方向を鉛直方向と一致させた縦置き状態とされる

ものも本発明に含まれる。

[01 03] ( 5 ) 上記 した各実施形態では、液晶表示装置のスイッチング素子とし

てT F T を用いたが、 T F T 以外のスイッチング素子 （例えば薄膜ダイ才一

ド （T F D ) ) を用いた液晶表示装置にも適用可能であり、カラ一表示する

液晶表示装置以外にも、白黒表示する液晶表示装置にも適用可能である。

[01 04] ( 1 6 ) 上記 した各実施形態では、表示パネルとして液晶パネルを用いた

液晶表示装置を例示 したが、他の種類の表示パネルを用いた表示装置にも本

発明は適用可能である。

[01 05] ( 1 7 ) 上記 した各実施形態では、チューナ一を備えたテレビ受信装置を



例示 したが、チューナ一を備 えない表示装置 にも本発明は適用可能である。

符号の説明

液晶表示装置 （表示装置）、 1 1 . · · 液 晶パネル （表示パネル）、

1 2 . . . バ ックライ ト装置 （照明装置）、 1 4 . . . シ ャーシ、 1 5 . . . 光学部材

、 7 . . . L E D (光源）、 1 8 ， 3 1 8 . L E D 基板 （光源基板）、 1 8

a . . . コネクタ部、 2 0 . . . リベ ッ ト、 2 1 . . . 反射 シ一 卜、 2 1 b . . . レンズ

揷通孔 （開口部）、 2 e . . . コネクタ揷通孔、 2 1 f . . . リベ ッ 卜揷通孔、

3 0 ， 1 3 0 ， 2 3 0 . . . 反射 シ一 卜保持部材、 4 0 . . . 拡散 レンズ （光学素

子）、 4 1 . . . 取付脚部、 4 2 . . . レンズ部、 4 2 a . . . 光入射面、 1 3 1 ， 2

3 1 . . . 把持部、 1 3 2 ， 2 3 2 . シ一 卜押 え部、 4 2 0 C . . . リベ ッ ト、 T

V . . . テ レビ受信装置



請求の範囲

複数の光源 と、

板状部材であ つて、 その板面上 に前記光源が配 されるシャ一シと、

前記シャーシに対 して固定されるとともに、前記光源 を前記シャ一

シと反対側か ら個別 に覆 い、前記光源か らの光 に対 して光学的な作用

を及ぼす複数の光学素子 と、

前記シャーシの前記板面 を覆 う反射シ一 卜であ って、前記光源 を露

出するとともに、前記光学素子を揷通する開口部 を有する反射シ一 卜

と、

前記反射シ一 卜を前記シャーシと反対側か ら保持する反射シ一 卜保

持部材であ って、隣 り合 う前記光学素子に係止されるとともに、 当該

隣 り合 う前記光学素子の間において、前記反射シ一 卜のシ一 卜面上 に

延設 される反射シー 卜保持部材 と、 を備 える照明装置。

前記シャーシに対 して固定され、前記光源が実装 されるとともに前

記光源素子 とが固定される光源基板 を備 える請求項 1 に記載の照明装

置。

前記光学素子は、柱状 をなす取付脚部 を有 し、 当該取付脚部が前記

光源基板 に対 して固定されてお り、

前記反射シー 卜保持部材は、前記取付脚部 に係止されている請求項

に記載の照明装置。

前記光学素子は、前記取付脚部 に支持 されるとともに、 当該取付脚

部か ら庇状 に延びる レンズ部 を有 し、

前記反射シ一 卜保持部材は、前記 レンズ部 に係止されている請求項

3 に記載の照明装置。

前記反射シー ト保持部材は、 その幅寸法が、前記反射シー トのシ一

卜面 と、 当該シ一 卜面 に対向する前記 レンズ部の前記庇状部分 との離

間距離 と略同 じ寸法 とされてなる請求項 4 に記載の照明装置。

前記反射シー ト保持部材は、弾性 を有する、環状部材 とされてお り



、前記隣 り合 う前記光学素子を取 り囲むように配 されるとともに、周

方向に収縮 しょうとする弾発力によ り前記光学素子に係止されている

請求項 1 か ら請求項 5 のいずれか 1 項 に記載の照明装置。

前記反射シ一 卜保持部材は、 その両端部 にそれぞれ配 され、前記取

付脚部の外周 を把持する 2 つの把持部 と、前記 2 つの把持部 を連結す

るシ一 卜押 え部 と、 を有する請求項 3 か ら請求項 5 のいずれか 1 項 に

記載の照明装置。

前記光学素子は、前記シャ一シ内に行列配置 されてお り、

前記反射シー 卜保持部材は、前記行列配置 された前記光学素子の う

ち、端部 に位置する前記光学素子に係止されている請求項 1 か ら請求

項 7 に記載の照明装置。

前記光源基板 は、前記隣 り合 う前記光学素子の うち、一方の光学素

子が固定される一の光源基板 と、他方の光学素子が固定される他の光

源基板 と、で分割構成 されている請求項 2 か ら請求項 5 のいずれか 1

項 に記載の照明装置。

前記一の光源基板 と前記他の光源基板 とはコネクタ部 を介 して接続

されてお り、

前記反射シー 卜は、前記隣 り合 う前記光学素子をそれぞれ揷通する

つの前記開口部の間に前記 コネクタ部 を揷通するコネクタ揷通孔 を

有 し、

前記反射シー 卜保持部材は、前記 コネクタ揷通孔の孔縁 と重畳する

ように配 されている請求項 9 に記載の照明装置。

前記光源基板 は、前記シャーシに対 して リベ ッ 卜によ り固定されて

お り、

前記反射シー 卜は、前記隣 り合 う前記光学素子をそれぞれ揷通する

2 つの前記開口部の間に前記 リベ ッ 卜を揷通する リベ ッ 卜揷通孔 を有

し、

前記反射シー ト保持部材は、前記 リベ ッ 卜揷通孔の孔縁 と重畳する



ように配 されている請求項 2 か ら請求項 5 のいずれか 1 項 に記載の照

明装置。

[ 請求項 12 ] 前記光学素子は、前記光源か らの光 を拡散 させる拡散 レンズとされ

る請求項 1 か ら請求項 1 1 のいずれか 1 項 に記載の照明装置。

[ 請求項 13 ] 請求項 1 か ら請求項 1 2 のいずれか 1 項 に記載の照明装置 と、

前記照明装置か らの光 を利用 して表示 を行 う表示パネル と、 を備 え

ることを特徴 とする表示装置。

[ 請求項 14 ] 前記表示 / くネルが液晶を用いた液晶パネルであることを特徴 とする

請求項 1 3 に記載の表示装置。

[ 請求項 15 ] 請求項 1 4 又は請求項 1 5 に記載 された表示装置 を備 えることを特

徴 とするテ レビ受信装置。
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